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【データは語る】97年の税率アップで住宅着工は落ち込んだまま

参議院での予算委員会の審議でもデフレ下の増税が経済に「どのような影響をもたらすのか」が議論になりましたが、政府は答弁不能。「消費税増税の家計出費のインパクトは限定的」との言い逃れに終始し、それを打ち消す根拠やデータは出せずにいます。

日経新聞４月５日付では「国土交通省によると97年の新設住宅着工戸数は、約１３９万の駆け込み需要があった前年に比べ、16%も減った。当時も不動産取引税などで増税分の6割を軽減する優遇措置が設けられたが、その後の戸数は回復していない。２０１１年の着工数は約83万戸で、駆け込み需要が盛り上がる前の95年水準の57%にとどまる」と京都大学・藤井聡教授の公述人の意見をもとに報じています。

日本住宅建設産業協会など10の住宅建設団体で構成される住宅生産団体連合会は、「住宅取得は、個人の生涯所得の中で最大の投資であり、住宅は誰もが必要不可欠な生活基盤」、住宅の消費税の引き上げは「内需主導の経済成長の足を引っ張ることになります。住宅建設は、裾野が広くあらゆる産業への経済波及効果が高く、林業・セメント・鉄鋼・金融・家電・家具など他産業への影響も大きい。特に、地方経済や中小企業への影響も深刻」と述べ、増税に対する慎重な対応を求めています。

２０００万円の新築物件を購入すると、税率10%で消費税額は200万円になります。消費の冷え込みは目に見えています。増税法案では、「必要な措置について財源も含めて総合的に検討する」と述べるのみでなんら具体案は示されていません。

【第7条１項】住宅の取得については、取引価格が高額であること等から、消費税の引上げの前後における駆け込み需要及びその反動等による影響が大きいこと等を踏まえ、一時の税負担の増加による影響を平準化し、及び緩和する観点から、住宅の取得に係わる必要な措置について財源も含め総合的に検討する。
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このニュースは県連および加盟団体に送っています。各界連ＨＰにアップされています。














国土交通省住宅着工統計より
























































































































































